
自動車リサイクル法許可等事務取扱要領
制定　平成１６年　６月２３日
改正　令和　３年　４月　１日
適用　令和　３年　４月　１日
第１　目的
この要領は、使用済自動車の再資源化等に関する法律の規定に基づく許可及び登録の事務処理に関し、一般的な事項を定めることにより、事務の円滑な運用を図ることを目的とする。なお、特殊な内容については、個別の決裁により事務処理されるものであること。
第２　用語の定義
１　法 使用済自動車の再資源化等に関する法律(平成１４年法律第８７号）をいう。
２　政令 使用済自動車の再資源化等に関する法律施行令(平成１４年政令第３８９号）をいう。
３　省令 使用済自動車の再資源化等に関する法律施行規則(平成１４年経済産業・環境省令第７号）をいう。
　４　細則　浜松市使用済自動車の再資源化等に関する法律施行細則（平成１６年浜松市規則第88号）をいう。

５　政令使用人　政令第５条で定める使用人をいう。

６　出資者等  法人において、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいう。
７　廃棄物処理法　廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和４５年法律第１３７号）をいう。

８　登記事項証明書  商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）第１０条第１項に定める登記簿に記載された事項を証明した書面
　９　自動車リサイクルシステム　公益財団法人自動車リサイクル促進センターが運用するインターネット上のシステム
第３　引取業登録申請
１　登録申請等（省令様式第一）　
（1） 登録申請書受理の際の留意事項 　　　　　　　　　　　 　　  　（法第４３条）
提出部数は、正本１部、副本１部とし、登録通知書の交付時に副本を返却するものとする。申請書には、事業所の名称及び所在地の記載を徹底すること。

なお、これまで省令の様式で事業者等に対して押印を求めていた手続き等の押印については不要とする。また、押印は不要として扱うが、押印がされていても差し支えない。以下、各申請(届出、報告を含む。）において同様とする。

更新登録を登録期間内に行わない場合は、期間の経過によってその効力を失い、その後に申請する場合は、更新登録申請ではなく、新規登録申請扱いとなる。繰上げ更新を希望する場合には、その旨を欄外に朱書きさせること。申請書の提出時期としては、登録有効期間の３ヶ月前から受付する。更新登録申請書の受付後に、５年の登録期間を経過しても、更新登録申請に対する処分が行われるまでの間は、従前の登録がその効力を有することとなるので、その旨を申請者に伝えること。
(2)  登録申請の添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省令第４６条）
ア　誓約書〔①〕 　
(ｱ) 申請者（申請者が法人の場合は、法人自身）が法第４５条第１項第１号から第７号で定める欠格要件に該当しないことを証する書類を添付させる。
(ｲ) 誓約した年月日の記載及び申請者の記名がなされているか、確認をすることとし、未記入の場合は、必ず記載させること。

イ　住民票の写し(個人である場合）〔②〕 　  　     

発行の日から３ヶ月以内のものであること。
ウ　登記事項証明書(法人である場合）〔③〕　　　     　　 
(ｱ) 発行の日から３ヶ月以内のものであること。

(ｲ) 履歴事項全部証明書であること。
エ　法定代理人の住民票の写し〔④〕       　　　　　　　
申請者が未成年者である場合に添付するものであり、発行の日から３ヶ月以内のものであること。

オ　エアコンディショナーに冷媒としてフロン類が含まれているかどうかを確認する体制を説明する書類〔⑤〕       　　　　　　　 　 　

次の書類のいずれかを添付させること。

(ｱ)　確認方法を記載した書類(資料１）
(ｲ)　エアコンディショナーの構造に関して十分な知見を有する者であることが確認できる書類(自動車整備士、中古自動車査定士等の資格証写し）

カ　登録通知書の写し〔⑥〕

更新登録申請の場合には登録通知書の写しを添付すること。

キ　登録通知書及び許可証の写し〔⑦〕

法に基づく他の登録・許可がある場合に添付させること。

２　届出書

(1)  変更届出書（省令様式第二）　　　　　　　　　　　　　　　　　（法第４６条）
提出時期は、変更があった日から３０日以内とし、提出部数は、正本１部とする。

(2)  変更届出書の添付書類　  　　　　　　　　　　　　　　　　　（省令第４８条）
変更事項の内容に応じて、次のとおりとする。
ア　住所及び氏名又は名称
(ｱ) 誓約書〔①〕
(ｲ) 住民票の写し(個人である場合）〔②〕
(ｳ) 登記事項証明書(法人である場合）〔③〕    

(ｴ) 登録通知書の写し〔⑥〕　　　　
イ　法人にあっては、その代表者の氏名及び役員

(ｱ) 誓約書〔①〕
(ｲ) 登記事項証明書〔③〕
(ｳ) 登録通知書の写し〔⑥〕
ウ　法定代理人
(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 法定代理人の住民票の写し〔④〕
(ｳ) 登録通知書の写し〔⑥〕
エ　フロン類の確認体制
(ｱ) 誓約書〔①〕
(ｲ) エアコンディショナーに冷媒としてフロン類が含まれているかどうかを確認する体制を説明する書類〔⑤〕
(ｳ) 登録通知書の写し〔⑥〕
オ　事業所の名称及び所在地

　 　　(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 登録通知書の写し〔⑥〕
(3)  廃業届出書(細則第１号様式）　      　　　　　　　　(法第４８条、細則第２条）

提出時期は、廃業等の日から３０日以内とし、提出部数は正本１部とする。
(4)  廃業届出書の添付書類
引取業登録通知書

３  引取業者登録簿

(1)  法第４４条第１項に基づき、引取業者として登録したときは、産業廃棄物処理業者等登録・管理システムに登録する。

(2)  法第４４条第２項に基づく登録の通知は別紙４号様式(その１）によるものとする。

(3)  法第４６条第１項に基づき、変更届を受理したときは、産業廃棄物処理業者等登録・管理システムに登録する。

(4)  法第４９条に基づき、登録の効力を失ったとき、又は取り消したときは登録を抹消する。

(5)  登録簿は、常に最新の情報を整理し、インターネットの利用により一般の閲覧に供するものとする。(法第４７条）

４  自動車リサイクルシステムの更新

更新申請届を受理したときは、自動車リサイクルシステム上の登録状況を更新するものとする。

第４　フロン類回収業登録申請
１　登録申請書等（省令様式第三）
(1)  登録申請書受理の際の留意事項　　    　　　　　　　　　　　  （法第５４条）
提出部数は、正本１部、副本１部とし、登録通知書の交付時に副本を返却するものとする。申請書には、事業所の名称及び所在地の記載を徹底すること。
また、更新登録を登録期間内に行わない場合は、期間の経過によってその効力を失い、その後に申請する場合は、更新登録申請ではなく、新規登録申請扱いとなる。繰上げ更新を希望する場合には、その旨を欄外に朱書きさせること。申請書の提出時期としては、登録有効期間の３ヶ月前から受付する。更新登録申請書の受付後に、５年の登録期間を経過しても、更新登録申請に対する処分が行われるまでの間は、従前の登録がその効力を有することとなるので、その旨を申請者に伝えること。
(2)  登録申請の添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省令第５０条）
ア　誓約書〔①〕 
(ｱ) 申請者(申請者が法人の場合は、法人自身）が法第５６条第１項第１号から第７号で定める欠格要件に該当しないことを証する書類を添付させる。

(ｲ) 誓約した年月日の記載及び申請者の記名がなされているか、確認をすることとし、未記入の場合は、必ず記載させること。

イ　住民票の写し(個人である場合）〔②〕　　　　　 

　　発行の日から３か月以内のものでること。
ウ　登記事項証明書(法人である場合）〔③〕　　

(ｱ) 発行の日から３ヶ月以内のものであること。

(ｲ) 履歴事項全部証明書であること。

エ　法定代理人の住民票の写し〔④〕　      　　　

申請者が未成年者である場合に添付するものであり、発行の日から３ヶ月以内のものであること。
オ　フロン類回収設備の所有権を有することを証する書類〔⑤〕  

　次の書類のいずれかを添付させること。
(ｱ) 自ら所有している場合は、購入契約書、納品書、領収書、販売証明書等のうちいずれかの写し

(ｲ) 所有権を有しない場合は、借用契約書、共同使用規定書、管理要領書、　貸与承諾書等のうちいずれかの写し

カ　フロン類回収設備の種類及びその設備の能力を説明する書類〔⑥〕

取扱説明書、仕様書、カタログ等のうちいずれかの写しを添付させること。
キ　登録通知書の写し〔⑦〕

更新登録申請の場合には登録通知書の写しを添付すること。

ク　登録通知書及び許可証の写し〔⑧〕

法に基づく他の登録・許可がある場合に添付させること。

２　届出書

(1)  変更届出書（省令様式第四）　 　　　　　　　　　　　　　　　（法第５７条）
提出時期は、変更があった日から３０日以内とし、提出部数は、正本１部とする。

(2)  変更届出書の添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省令第５３条）
変更事項の内容に応じて、次のとおりとする。
ア　住所及び氏名又は名称
(ｱ) 誓約書〔①〕
(ｲ) 住民票の写し(個人である場合）〔②〕
(ｳ) 登記事項証明書(法人である場合）〔③〕
(ｴ) 登録通知書の写し〔⑦〕

イ　法人にあっては、その代表者の氏名及び役員
(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 登記事項証明書〔③〕
(ｳ) 登録通知書の写し〔⑦〕

ウ　法定代理人
(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 法定代理人の住民票の写し〔④〕

(ｳ) 登録通知書の写し〔⑦〕
エ　フロン類の種類、設備の種類及び能力、設備の数
(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) フロン類回収設備の所有権を有することを証する書類〔⑤〕

(ｳ) フロン類回収設備の種類及びその設備の能力を説明する書類〔⑥〕　　　

(ｴ) 登録通知書の写し〔⑦〕

オ　事業所の名称及び所在地

　(ｱ) 誓約書〔①〕
(ｲ) フロン類回収設備の所有権を有することを証する書類〔⑤〕
(ｳ) フロン類回収設備の種類及びその設備の能力を説明する書類〔⑥〕

(ｴ) 登録通知書の写し〔⑦〕

(3)  廃業届出書(細則第１号様式） 　　(法律第５９条で準用される第４８条、細則第２条）
提出時期は、廃業等の日から３０日以内とし、提出部数は、正本１部とする。
(4)  廃業届出書の添付書類
フロン類回収業登録通知書

3　 フロン類回収業者登録簿

(1)  法第５５条第１項に基づき、フロン類回収業者として登録したときは、産業廃棄物処理業者等登録・管理システムに登録する。

(2)  法第５５条第２項に基づく登録の通知は、別紙４号様式(その２）によるものとする。

(3)  法第５７条第１項に基づき、変更届を受理したときは、産業廃棄物処理業者等登録・管理システムに登録する。

(4)  法第５９条で準用する法第４９条に基づき、登録の効力を失ったとき、又は取り消したときは登録を抹消する。

(5)  登録簿は、常に最新の情報を整理し、インターネットの利用により一般の閲覧に供するものとする。(法律第５９条で準用される第４７条）

４　自動車リサイクルシステムの更新

更新申請届を受理したときは、自動車リサイクルシステム上の登録状況を更新するものとする。
第５　解体業許可申請

１　許可申請書等　（省令様式第五）
(1)  許可申請書受理の際の留意事項　　　　　　　　　　  　　　　　（法第６１条）
提出部数は、正本１部、副本１部とし、許可証の交付時に副本を返却するものとする。申請書には、事業所の名称及び所在地の記載を徹底すること。

また、更新許可申請を許可期間内に行わない場合は、期間の経過によってその効力を失い、その後に申請する場合は、更新許可申請ではなく、新規許可申請扱いとなる。繰上げ更新を希望する場合には、その旨を欄外に朱書きさせること。申請書の提出時期としては、許可有効期間の３ヶ月前から受付する。更新許可申請書の受付後に、５年の許可期間を経過しても、更新許可申請に対する処分が行われるまでの間は、従前の許可がその効力を有することとなるので、その旨を申請者に伝えること。

 (2)  許可申請の添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省令第５５条）
ア　誓約書〔①〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(ｱ) 申請者(申請者が法人の場合は、法人自身）が法第６２条第１項第２号で定める欠格要件に該当しないことを証する書類を添付させる。

(ｲ) 誓約した年月日の記載及び申請者の記名がなされているか、確認をすることとし、未記入の場合は、必ず記載させること。

イ　事業の用に供する施設の平面図、立面図、断面図、構造図、設計計算書及び当該施設の付近の見取り図並びに公図の写し〔②〕   　　

(ｱ) 積替え又は保管の場所を含むものとする。

(ｲ) 断面図については縦断及び横断図とする。

(ｳ) 設計計算書については処理能力を算出した根拠を示すものとする。

ウ　事業の用に供する施設の所有権を有することを証する書類〔③〕
(ｱ) 所有権を有しないときは、使用する権原を有すること。

(ｲ) 土地登記簿謄本、土地使用権原書類、施設使用権原書類を添付させる。

(ｳ) 自ら所有している場合は、購入契約書、納品書、領収書、販売証明書等のうちいずれかの写し。

(ｴ) 所有権を有しない場合は、借用契約書、共同使用規定書、管理要領書、貸与承諾書等のうちいずれかの写し。

エ　事業計画書及び収支見積書〔④、⑤〕　　　

(ｱ) ２号様式(その１）により添付すること。

(ｲ) 収支見積書は法の対象となる業の部分のみの記載で足りること。ただし、当該部分のみだけでは事業を継続できないと判断される場合にはこの限りでない。

(ｳ) 使用済自動車等を不適正に大量に保管している場合は、別に２号様式(その２）の提出が必要。

オ　住民票の写し及び登記されていないことの証明書又は精神の機能の障害により、廃棄物の処理の業務を適切に行うに当たって必要な認知、判断および意思疎通を適切に行うことができない者に該当しないことを証する医師の診断結果が記載された書類(以下、「登記されていないことの証明書等」という。)(個人である場合）〔⑥〕

(ｱ) 住民票の写しは、本籍(外国人の場合は国籍等）の記載のあるものであること。

(ｲ) いずれも発行の日から３ヶ月以内のものであること。

カ　定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書(法人である場合）〔⑦〕 

(ｱ) 定款又は寄附行為の写しは、原本と相違ない旨の証明が必要である。

(ｲ) 登記事項証明書は、履歴事項全部証明書とし、発行の日から３ヶ月以内のものであること。

キ　役員の住民票の写し及び登記されていないことの証明書等(法人である場合〔⑧〕        　　　　　　　　　　　　　　　
(ｱ) 役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。

　　　　(ｲ) 住民票の写しは、本籍(外国人の場合は国籍等）の記載のあるものであること。
(ｳ) いずれも発行の日から３ヶ月以内のものであること。
ク　出資者等の保有株式の数又は出資金額記載書類と住民票の写し及び登記されていないことの証明書等又は登記事項証明書〔⑨〕       　　　　
(ｱ) 出資者等があるときは、その者の住民票の写し及び登記されていないことの証明書等又は登記事項証明書を添付させる。

(ｲ) (ｱ)で添付させる書類は、いずれも発行の日から３ヶ月以内のものであること。

ケ　政令使用人の住民票の写し及び登記されていないことの証明書等〔⑩〕

いずれも発行の日から３ヶ月以内のものであること。
コ　法定代理人の住民票の写し及び登記されていないことの証明書等〔⑪〕　   

申請者が未成年者である場合に添付するもの。いずれも発行の日から３ヶ月以内のものであること。

サ　標準作業書〔⑫〕
申請書等に標準作業書の記載事項を記載できない場合には、別に添付すること。

シ　登録通知書及び許可証の写し〔⑭、⑮〕

(ｱ) 法に基づく登録・許可の他、廃棄物処理法に基づく許可を受けている場合に添付させること。

(ｲ) 廃棄物処理法に基づく処理施設の場合は、設置許可証の写しを添付させること。

２　届出書

(1)  変更届出書（省令様式第七）  　　　　　　　　　　　　　　　　（法第６３条）
提出時期は、変更があった日から３０日以内とし、提出部数は、正本１部とする。変更内容のうち、住所、氏名又は名称、代表者に関する事項など、許可証記載事項に係るものは、許可証の書換交付が必要となる。
(2)  変更届出書の添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省令第５８条）
　　     変更事項の内容に応じて、次のとおりとする。
ア　住所及び氏名又は名称並びに法人にあっては、その代表者の氏名
(ｱ) 誓約書〔①〕
(ｲ) 住民票の写し及び登記されていないことの証明書等(個人である場合）〔⑥〕
(ｳ) 定款又は寄附行為及び登記事項証明書(法人である場合）〔⑦〕

(ｴ) 許可証の写し〔⑬〕

イ　事業所の名称及び所在地
(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 事業の用に供する施設に関する書類(付近の見取図を含む。）〔②〕

(ｳ) 事業の用に供する施設の所有権を有することを証する書類〔③〕

(ｴ) 許可証の写し〔⑬〕　

ウ　役員の氏名及び住所(法人である場合）

(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 登記事項証明書〔⑦〕
(ｳ) 住民票の写し及び登記されていないことの証明書等(変更にかかる者）〔⑧〕
(ｴ) 許可証の写し〔⑬〕
エ　政令使用人の氏名及び住所

(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 住民票の写し及び登記されていないことの証明書等(変更にかかる者）〔⑩〕
(ｳ) 許可証の写し〔⑬〕

オ　出資者等

(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 保有株式の数又は出資金額記載書類と住民票の写し及び登記されていないことの証明書等又は登記事項証明書〔⑨〕

(ｳ) 許可証の写し〔⑬〕
カ　法定代理人の氏名及び住所
(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 住民票の写し及び登記されていないことの証明書等(変更にかかる者）〔⑪〕
(ｳ) 許可証の写し〔⑬〕

キ　標準作業書

　　　(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 標準作業書〔⑫〕

(ｳ) 許可証の写し〔⑬〕

ク　事業の用に供する施設の概要

(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 事業の用に供する施設に関する書類(付近の見取図を含む。）〔②〕

(ｳ) 事業の用に供する施設の所有権を有することを証する書類〔③〕

(ｴ) 標準作業書〔⑫〕

(ｵ) 許可証の写し〔⑬〕
(3)　廃業届出書(細則第２号様式）　　　　　　　 　　  　(法第６４条、細則第２条）

提出時期は、廃業等の日から３０日以内とし、提出部数は、正本１部とする。
(4)  廃業届出書の添付書類
解体業許可証

第６　破砕業許可申請

１　許可申請等（省令様式第八）

(1)　許可申請書受理の際の留意事項     　　　　　　　　　　　　　（法第６８条）
提出部数は、正本１部、副本１部とし、許可証の交付時に副本を返却するものとする。申請書には、事業所の名称及び所在地の記載を徹底すること。

また、更新許可申請を許可期間内に行わない場合は、期間の経過によってその効力を失い、その後に申請する場合は、更新許可申請ではなく、新規許可申請扱いとなる。繰上げ更新を希望する場合には、その旨を欄外に朱書きさせること。申請書の提出時期としては、許可有効期間の３ヶ月前から受付する。更新許可申請書の受付後に、５年の許可期間を経過しても、更新許可申請に対する処分が行われるまでの間は、従前の許可がその効力を有することとなるので、その旨を申請者に伝えること。

☆破砕機の能力が日量5トンを超える場合、廃棄物処理法第15条の設置許可必要（2004.2.26自動車リサイクル法許可審査運用マニュアルP.34）

(2)  許可申請の添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省令第６０条）
ア　誓約書〔①〕      　　　　　　　　　　　　　　　　
(ｱ) 申請者(申請者が法人の場合は、法人自身）が法第６９条第１項第２号で定める欠格要件に該当しないことを証する書類を添付させる。

(ｲ) 誓約した年月日の記載及び申請者の記名がなされているか、確認をすることとし、未記入の場合は、必ず記載させること。

イ　事業の用に供する施設の平面図、立面図、断面図、構造図、設計計算書及び当該施設の付近の見取り図並びに公図の写し〔②〕   

(ｱ) 積替え又は保管の場所を含むものとする。

(ｲ) 断面図については縦断及び横断図とする。

(ｳ) 設計計算書については処理能力を算出した根拠を示すものとする。

ウ　事業の用に供する施設の所有権を有することを証する書類〔③〕

(ｱ) 所有権を有しないときは、使用する権原を有すること。

(ｲ) 土地登記簿謄本、土地使用権原書類、施設使用権原書類を添付させる。

(ｳ) 自ら所有している場合は、購入契約書、納品書、領収書、販売証明書等のうちいずれかの写し。

(ｴ) 所有権を有しない場合は、借用契約書、共同使用規定書、管理要領書、貸与承諾書等のうちいずれかの写し。

エ　事業計画書及び収支見積書〔④、⑤〕　　　

(ｱ) ３号様式(その１）により添付すること。

(ｲ)　収支見積書は法の対象となる業の部分のみの記載で足りること。ただし、当該部分のみだけでは事業を継続できないと判断される場合にはこの限りでない。

(ｳ)  解体自動車等を不適正に大量に保管している場合は、別に３号様式(その２）の提出が必要。

オ　住民票の写し及び登記されていないことの証明書等(個人である場合）〔⑥〕

(ｱ) 住民票の写しは、本籍(外国人の場合は国籍等）の記載のあるものであること。

(ｲ) いずれも発行の日から３ヶ月以内のものであること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
カ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書(法人である場合）〔⑦〕

(ｱ) 定款又は寄附行為の写しは、原本と相違ない旨の証明が必要である。

(ｲ) 登記事項証明書は、履歴事項全部証明書とし、発行の日から３ヶ月以内のものであること。

キ　役員の住民票の写し及び登記されていないことの証明書等(法人である場合)〔⑧〕

(ｱ) 役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。

　　　　(ｲ) 住民票の写しは、本籍(外国人の場合は国籍等）の記載のあるものであること。
(ｳ) いずれも発行の日から３ヶ月以内のものであること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ク　出資者等の保有株式の数又は出資金額記載書類と住民票の写し及び登記されていないことの証明書等又は登記事項証明書〔⑨〕　   　　　　

(ｱ) 出資者等があるときは、その者の住民票の写し及び登記されていないことの証明書等又は登記事項証明書を添付させる。

(ｲ) (ｱ)で添付させる書類は、いずれも発行の日から３ヶ月以内のものであること。
ケ　政令使用人の住民票の写し及び登記されていないことの証明書等〔⑩〕

いずれも発行の日から３ヶ月以内のものであること。

コ　法定代理人の住民票の写し及び登記されていないことの証明書等〔⑪〕　 

申請者が未成年者である場合に添付するもの。いずれも発行の日から３ヶ月以内のものであること。

サ　標準作業書〔⑫〕

申請書等に標準作業書の記載事項を記載できない場合には、別添で添付すること。
シ　登録通知書及び許可証の写し〔⑭、⑮〕

(ｱ) 法に基づく登録・許可の他、廃棄物処理法に基づく許可を受けている場合に添付させること。

(ｲ) 廃棄物処理法に基づく処理施設の場合は、設置許可証の写しを添付させること。

２　変更許可申請（省令様式第十）
(1) 変更許可申請受理の際の留意事項  　　  　　　　　　　 　    　（法第７０条）
提出部数は、正本１部、副本１部とし、許可証の交付時に副本を返却するものとする。申請書には、事業所の名称及び所在地の記載を徹底すること。許可証は変更後の許可証を交付する際に引き換えるものとする。
(2) 変更許可申請の添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省令第６３条）ア　誓約書〔①〕   　　　　　　　　　
イ　変更にかかる事業の用に供する施設の平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書並びに当該施設の付近の見取図〔②〕
ウ　変更にかかる事業の用に供する施設の所有権を有することを証する書類〔③〕
エ　変更後の事業計画書及び収支見積書〔④、⑤〕
オ　住民票の写し及び登記されていないことの証明書等(個人である場合）〔⑥〕
カ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書(法人である場合）〔⑦〕
キ　役員の住民票の写し及び登記されていないことの証明書等(法人である場合）〔⑧〕
ク　出資者等の保有株式の数又は出資金額記載書類と住民票の写し及び登記されていないことの証明書等又は登記事項証明書〔⑨〕
ケ　使用人の住民票の写し及び登記されていないことの証明書等〔⑩〕

コ　法定代理人の住民票の写し及び登記されていないことの証明書等〔⑪〕    

サ　標準作業書〔⑫〕

シ　許可証の写し〔⑬〕

ス　登録通知書及び許可証の写し〔⑭、⑮〕

２　届出等
(1) 変更届出書（省令様式第十一）　　    　　　　　　　　　　　　（法第７１条）
提出時期は、変更があった日から３０日以内とし、提出部数は、正本１部とする。変更内容のうち、住所、氏名又は名称、代表者に関する事項など、許可証記載事項に係るものは、許可証の書換交付が必要となる。
(2) 変更届出書の添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省令第６４条）
変更事項の内容に応じて、次のとおりとする。
ア　住所及び氏名又は名称並びに法人にあっては、その代表者の氏名
(ｱ) 誓約書〔①〕
(ｲ) 住民票の写し及び登記されていないことの証明書等(個人である場合）〔⑥〕
(ｳ) 定款又は寄附行為及び登記事項証明書(法人である場合）〔⑦〕　　

(ｴ) 許可証の写し〔⑬〕
イ　事業所の名称及び所在地
(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 事業の用に供する施設に関する書類(付近の見取図を含む。）〔②〕

(ｳ) 事業の用に供する施設の所有権を有することを証する書類〔③〕

(ｴ) 許可証の写し〔⑬〕
ウ　役員の氏名及び住所(法人である場合）

(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 定款又は寄附行為及び登記事項証明書〔⑦〕

(ｳ) 住民票の写し及び登記されていないことの証明書等(変更にかかる者）〔⑧〕
(ｴ) 許可証の写し〔⑬〕
エ　政令使用人の氏名及び住所

(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 住民票の写し及び登記されていないことの証明書等(変更にかかる者）〔⑩〕
(ｳ) 許可証の写し〔⑬〕

オ　出資者等

(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 保有株式の数又は出資金額記載書類と住民票の写し及び登記されていないことの証明書等又は登記事項証明書〔⑨〕

(ｳ) 許可証の写し〔⑬〕

カ　法定代理人の氏名及び住所
(ｱ) 誓約書〔①〕
(ｲ) 住民票の写し及び登記されていないことの証明書等(変更にかかる者）〔⑪〕
(ｳ) 許可証の写し〔⑬〕

キ　標準作業書

　　　  (ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 標準作業書〔⑫〕

(ｳ) 許可証の写し〔⑬〕
ク　事業の用に供する施設の概要

(ｱ) 誓約書〔①〕

(ｲ) 事業の用に供する施設に関する書類(付近の見取図を含む。）〔②〕

(ｳ) 事業の用に供する施設の所有権を有することを証する書類〔③〕

(ｴ) 標準作業書〔⑫〕

(ｵ) 許可証の写し〔⑬〕
(3) 廃業届出書(細則第２号様式） 　   　　(法第７２条で準用の第６４条、細則第２条）
提出時期は、廃業等の日から３０日以内とし、提出部数は、正本１部とする。

(4) 廃業届出書の添付書類
破砕業許可証

第７　登録通知書の再発行、許可証の再交付及び返納

１　登録通知書の再発行

登録通知書は再発行しない。ただし、相当の理由があると認められる場合にはこの限りではない。

２　許可証の再交付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（細則第３条）

許可を受けた者は、許可証を破り、汚し、又は失ったときは、その再交付を申請することができる。
(1)  許可証再交付申請書(細則第３号様式）

提出部数は、正本１部とする。
(2)  添付書類

許可証（許可証を失ったときを除く）

３　許可証の返納　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（細則第４条）

許可を受けた者は、許可を取り消されたとき、法第６４条(法第７２条において準用する場合を含む。）の規定による届出を行ったとき又は許可証の再交付を受けた後に失った許可証を発見したときは速やかに、許可証を返納しなければならない。

(1)  許可証返納書(細則第４号様式）

提出部数は、正本１部とする。

(2)  添付書類

許可証

第８　登録通知書の交付
１　登録番号の付与

登録番号の付与は、平成１６年２月２日付け事務連絡環境省企画課リサイクル推進室長環境保全対策課フロン等対策推進室長及び経済産業省自動車課リサイクル室長オゾン層保護等推進室長通知「使用済自動車の再資源化等に関する法律の施行に向けた引取業者及びフロン類回収業者の登録番号の整備等について」に基づいて別添２に従って行うこと。
２　登録日の取扱い
登録の年月日は、決裁の日とし、登録の有効期間は５年とする。したがって、登録の有効年月日は、５年経過後の登録日に応当する日の前日とする。ただし、最後の月に応当する日がない場合は、その月の末日とする(民法第１４３条、暦による計算による）。なお、３月１日が登録日となる場合は、特に登録の有効年月日には注意すること。

　　　　例１：　登録の年月日　　　　　令和　元年１１月１１日
　　　　  　　　登録の有効年月日　　　令和　６年１１月１０日
　　　　例２：　登録の年月日　　　　　令和　２年　２月２９日
　　　　  　　　登録の有効年月日　　　令和　７年　２月２８日
        例３：　登録の年月日　　　　　令和　元年　３月　１日
　　　　　　　　登録の有効年月日　　　令和　６年　２月２９日
３　登録通知書の記載

(1)  事業所の名称及び所在地(引取業の場合）
申請書に記載された事業所の名称及び所在地とする。なお、所在地は市名から記載し、略記しないこと。

(2)  事業所の名称及び所在地、回収するフロン類の種類(フロン類回収業の場合）

　　　　 申請書に記載された事業所の名称及び所在地、回収するフロン類の種類とする。なお、所在地は市名から記載し、略記しないこと。

(3)  登録の更新又は変更の状況

　　　　 更新登録、変更届による書換えなど、登録通知書に係る履歴を日付とともに記載すること。更新登録の年月日は、決裁の日が従前の登録期間内であれば、従前の登録期間の満了の日の翌日とし、登録期間を過ぎていれば、決裁の日とする。
新規登録の場合は、＊＊＊＊と記載することとし、新規登録後の状況を登録通知書の通知の際に追加していくものとする。なお、更新登録の際には、それ以前の変更届による書換えの履歴は省略することとする。
　　　　 例１：令和　６年８月１０日までに更新登録がなされた場合
　　　　　　　　　令和　元年　８月１０日　　新規登録
　　　　　　　　　令和　６年　８月１０日　　更新登録

　　　　 例２：令和　６年８月１１日に更新登録がなされた場合
　　　　　　　　　令和　元年　８月１０日　　新規登録
　　　　　　　　　令和　６年　８月１１日　　更新登録
　　　　　例３：変更届による書換えの場合
　　　　　　　　　令和　元年　８月１０日　　新規登録
　　　　　　　　　令和　３年　４月　１日　　住所変更に伴う書換
　　　　　例４：変更届による書換えの後の更新登録の場合
　　　　　　　　　例３の場合で、令和　６年　８月１０日に更新登録を行うと、
　　　　　　　　　令和　元年　８月１０日　　新規登録
　　　　　　　　　令和　６年　８月１０日　　更新登録
また、変更届出書受理に伴い登録通知書を書き換える際の日付けは、例３のとおり書換登録通知書交付の日とすること。
４　登録通知書交付時の留意事項

住所に係る記載は、原則として県名から記載すること。また、法人の名称については、㈱、㈲等と省略せず、株式会社、有限会社等とすること。なお、交付に当たっては、市長印を押印すること。また、更新登録、変更登録に係る通知書の交付に際しては、旧通知書と引き換えとすること。
５　標準処理期間
標準処理期間は次のとおりとし、迅速かつ公平な審査事務を行うこと。なお、標準処理期間は、適法な申請を処理することを前提として定めたものであり、不備な申請は通常の態様の申請とみられないことから、通常要すべき標準的な期間の解釈として、標準処理期間には、申請を補正するために要する期間は含まれない。

(1) 引取業：３０日

(2) フロン類回収業：３０日

第９　許可証の交付
１　許可番号の付与

許可番号の付与は、平成１６年２月２日付け事務連絡環境省企画課リサイクル推進室長環境保全対策課フロン等対策推進室長及び経済産業省自動車課リサイクル室長オゾン層保護等推進室長通知「使用済自動車の再資源化等に関する法律の施行に向けた引取業者及びフロン類回収業者の登録番号の整備等について」に基づいて別添２に従って行うこと。
２　許可日の取扱い
許可の年月日は、決裁の日とし、許可の有効期間は５年とする。したがって、許可の有効年月日は、５年経過後の許可日に応当する日の前日とする。ただし、最後の月に応当する日がない場合は、その月の末日とする(民法第１４３条、暦による計算による）。なお、３月１日が許可日となる場合は、特に許可の有効年月日には注意すること。

　　　　例１：　許可の年月日　　　　　平成１１年１１月１１日
　　　　  　　　許可の有効年月日　　　平成１６年１１月１０日
　　　　例２：　許可の年月日　　　　　平成１２年　２月２９日
　　　　  　　　許可の有効年月日　　　平成１７年　２月２８日
        例３：　許可の年月日　　　　　平成１１年　３月　１日
　　　　　　　　許可の有効年月日　　　平成１６年　２月２９日
３　許可証の記載
(1)  事業の範囲(破砕業の場合）
プレス、せん断等による処理の場合は「破砕前処理」とし、シュレッダーによる処理の場合は「破砕処理」とする。

(2)  許可の更新又は変更の状況

更新許可、変更許可、変更届による書換えなど、許可証に係る履歴を日付とともに記載すること。更新許可の年月日は、決裁の日が従前の許可期間内であれば、従前の許可期間の満了の日の翌日とし、許可期間を過ぎていれば、決裁の日とする。
新規許可の場合は、＊＊＊＊と記載することとし、新規許可後の状況を許可証の交付の際に追加していくものとする。なお、更新許可の際には、それ以前の変更届による書換えの履歴は省略することとする。

　　　　例１：平成２１年８月１０日までに更新許可がなされた場合
　　　　　　　　　平成１６年　８月１０日　　新規許可
　　　　　　　　　平成２１年　８月１０日　　更新許可

　　　　例２：平成２１年８月１１日に更新許可がなされた場合
　　　　　　　　　平成１６年　８月１０日　　新規許可
　　　　　　　　　平成２１年　８月１１日　　更新許可

例３：変更許可の場合
　　　　　　　　　平成１６年　８月１０日　　新規許可
　　　　　　　　　平成１７年１２月　１日　　変更許可
　　　　例４：変更届による書換えを行った場合
　　　　　　　　　平成１６年　８月１０日　　新規許可
　　　　　　　　　平成１７年１２月　１日　　変更許可(事業の範囲）
　　　　　　　　　平成１８年１１月　１日　　住所変更に伴う書換
　　　　例５：変更許可、変更届による書換えの後の更新許可の場合
　　　　　　　例４の場合で、平成２１年　８月１０日に更新許可を行うと、
　　　　　　　　　平成１６年　８月１０日　　新規許可
　　　　　　　　　平成２１年　８月１０日　　更新許可
また、変更届出書受理に伴い許可証を書き換える際の日付けは、例４のとおり書換許可証交付の日とすること。
４　許可証交付時の留意事項
住所に係る記載は、原則として県名から記載すること。また、法人の名称については、㈱、㈲等と省略せず、株式会社、有限会社等とすること。なお、交付に当たっては、市長印を押印すること。更新許可、変更許可及び書換に係る許可証の交付に際しては、旧許可証と引き換えとすること。
５　標準処理期間
標準処理期間は次のとおりとし、迅速かつ公平な審査事務を行うこと。なお、標準処理期間は、適法な申請を処理することを前提として定めたものであり、不備な申請は通常の態様の申請とみられないことから、通常要すべき標準的な期間の解釈として、標準処理期間には、申請を補正するために要する期間は含まれない。
(1) 解体業：４０日

(2) 破砕業：５０日

第１０　その他の留意事項
１　添付書類の正本添付
第三者が証明等を行った書類については正本を添付すること。なお、その書類が幾たびも発行される性質のものでない場合には、この限りでない。
２　添付書類の省略
複数の申請を同時に行う場合、添付書類のうち共通するものについては、それらの申請のうちの一つに添付されていれば、他の申請については省略できるものとする。なお、この規定により添付書類を省略する場合は、省略する申請書には別添３の添付書類省略理由書を添付させること。省令で規定する解体業許可、破砕業許可及び破砕業変更許可申請において、当該許可に係る許可証の提出による添付書類の省略については、認めないものとする。したがって、許可証の「別に受けた許可に係る許可証の提出の有無」については「無」とする。

３　欠格要件の照会

法に基づく許可等に関する欠格要件の照会については、平成１６年６月８日付け経済産業省製造産業局自動車課及び環境省企画課リサイクル推進室事務連絡により行うこと。

(1)  成年被後見人又は被保佐人に関する欠格要件

　　　　登記されていないことの証明書等による。

(2)  破産者に関する欠格要件

ア　申請者が個人である場合は、申請者の本籍地がある市町村あて照会による。

イ　申請者が法人である場合は、役員について登記事項証明書に当該役員名の記載があれば欠格要件に該当しないため、これを確認する。また、政令使用人については、アと同様に市町村あて照会による。

(3)  刑罰に関する欠格要件

ア　申請者が個人である場合は、申請者の本籍地がある市町村あて照会による。

イ　申請者が法人である場合は、当該法人の本店又は主たる事務所の所在地を管轄する地方検察庁あて照会による。また、当該法人の役員及び政令使用人については、アと同様に市町村あて照会による。

ウ　申請者が外国人である場合は、昭和以降生まれの外国人の一般前科については、本人の居住地を管轄する地方検察庁あて照会による。また、大正以前生まれの外国人の一般前科並びに外国人の道路交通法違反に関する前科については、東京地方検察庁あて照会による。

エ　申請者が外国法人である場合は、東京地方検察庁あて照会による。

(4)  暴力団員等に関する欠格要件

ア　新規又は更新の許可をするときは、静岡県警察本部長の意見を聴取すること。

イ　警察本部長から意見陳述を受けたときは、当該意見陳述に係る者に対して許可をしている知事等に通報する。

４　現地調査

業の許可の審査時には現地調査を行い、基準に適合しているかどうか確認を行なうこと。

別添１
引取業登録申請書等添付書類チェックリスト　別添１(その１）

　　　　フロン類回収業登録申請書等添付書類チェックリスト　別添１(その２）

解体業許可申請書等添付書類チェックリスト　別添１(その３）

破砕業許可申請書等添付書類チェックリスト　別添１(その４）

別添２

登録・許可番号の振り方について

1． 登録・許可番号の構成

(1) 登録・許可番号は１１桁で構成する。

(2) その構成は次のとおりとする。

ア　自動車リサイクル法を示す番号として、「２」とする。

イ　都道府県、保健所設置市(以下「都道府県等」という。）の番号として３桁

　　(０６３）

ウ　業の種類を示す番号として１桁（(3)の表参照。）

エ　登録・許可業者の固有番号として６桁

　　＜登録・許可番号の構成＞
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　　　　２　０　６　３　１　０　０　０　１　１　１


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　固有番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業の種類を示す番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　浜松市番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自動車リサイクル法を示す番号

(3) 業の種類を示す番号は次表のとおりとする。

	引取業
	１

	フロン類回収業
	２

	解体業
	３

	破砕業
	破砕前処理のみ
	４

	
	破砕のみ
	５

	
	破砕前処理及び破砕
	６


(4) 登録・許可業者の固有番号(以下「固有番号」という。）は次のとおりとする。

ア　同一自治体において異なる事業者に同じ固有番号は付さないこと。

イ　固有番号は、自治体毎に付し、自治体間での調整は行わない。

ウ　固有番号は、同一事業者が複数の業の登録・許可、変更許可若しくは更新登録・許可を行った場合又は変更届があった場合であっても、変更しないものとする。また、業の全部廃止若しくは休止、更新手続きが無いため登録・許可の失効又は登録・許可取消処分により、当該自治体において業が行われなくなった場合は、当分の間、欠番として扱うものとする。

 別添３

添付書類省略理由書
(あて先) 浜松市長　

年　　　月　　　日

氏名　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
下記の添付書類は次の理由により、その添付を省略しました。
記
1　省略する添付書類
□　解体業(破砕業)を行おうとする事業所の施設の構造を明らかにする囲面

(平面図・立面図・断面図・構造図)、設計計算書、付近の見取り図

□　施設の所有権(又は使用権限)の証明書
□　事業計画書・収支見積書
□　申講者が個人の場合には、住民票の写しと登記されていないことの証明書等
□　申請が法人の場合には、定款又は寄付行為

□　申請が法人の場合には、登記事項証明書

□　役員の住民票の写しと登記されていないことの証明書等
□　発行済株式総数又は総出資額の100分の5以上を占める者の株式数又は出資額、住民票の写し及び登記されていないことの証明書等(個人株主専用)又は登記事項証明書(法人株主等用)

□　本支店の代表者や契約締結権限のある使用人の住民票の写しと登記されていないことの証明書等

□　申請者が未成年者の場合には、法定代理人の住民票の写しと登記されていないことの証明書等
□　本市の廃棄物処理法の許可証等の写し
□　本籍等の記載一覧
※　引取業及びフロン類回収業の申請の場合は、登記されていないことの証明書等は不要
2　省略理由
上記の添付書類は次の申請書に添付したものとその内容が同一のため、その添付を省略します。

□　引取業　□　フロン類回収業　□　解体業　□　破砕業
□　新規(更新)登録・許可申請書　□　変更許可申請書　□　変更届出書
２号様式(その１）（省令第５５条第１項第３号、第４号関係）
解体業の事業計画書及び収支見積書(様式１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日現在作成
１－１．事業の全体計画(業務を行なう時間、従業員数、休業日、扱う車種(乗用車、大型車）を含む。）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(フロー概略図を添付）

	業務時間
	：　～　：
	従業員数
	        人
	休業日
	


１－２．使用済自動車等の引取実績及び計画
	年　　　度
	　　年度実績
(３年前）
	　　年度実績
(２年前）
	　　年度実績
(１年前）
	許可取得後の
年間計画

	引取台数
	　　　　　台
	　　　　　台
	　　　　　台
	　　　　　　  台

	主な引取先
	
	
	
	


１－３．解体実績
	年　　　　度
	　　年度実績
(３年前）
	　　年度実績
(２年前）
	　　年度実績
(１年前）

	年間処理実績
	　　　　　　台
	　　　　　　台
	　　　　　　台

	年間稼働日数
	　　　　　　日
	　　　　　　日
	　　　　　　日

	平均処理実績
	台/日
	台/日
	台/日

	


１－４．解体能力
	1日当処理能力
	稼動予定日数
	年間処理能力

	台／日
	日
	台


１－５．保管の状況
	使　用　済　自　動　車
	解　体　自　動　車

	保管量の上限
	　　　　　　　台
(　　　　　　台）
	保管量の上限
	　　　　　　　　台
(　　　　　　台）

	現在保管量
	　　　　　　　台
(　　　　　　台）
	現在保管量
	　　　　　　　　台
(　　　　　　台）


· 事業所以外の場所で保管している場合は、その台数を内数で( ）に記入すること
１－６．年間収支見積書
年　　月　　日現在作成
	項　　　目
	前年度(　　　年）
(決算月(　　月）)
	今年度の見込み
(決算月(　　月）)

	
	年度
(千円）
	(1台当)

(円）
	年度
(千円）
	(1台当)

(円）

	売上高(全体）
	ｱ(総売上収入）
	
	
	
	

	売上原価
	ｲ(使用済自動車等購入費）
	
	
	
	

	その他の経費
	ｳ
	
	
	
	

	
	うち廃棄物処理委託費
	ｴ
	
	
	
	

	営業利益
	ｵ=ｱ-ｲ-ｳ
	
	
	
	

	営業外損益
	ｶ(主に支払利息(注)
	
	
	
	

	経常利益
	ｷ=ｵ+ｶ
	
	
	
	

	使用済自動車等年間引取台数(台）
	
	
	
	

	使用済自動車等年間処理台数(台）
	
	
	
	


(参考）
	
	前年度末
	現在

	負債総額(年度末残高）　　　(千円）
	
	


　　(注）１　「1台当」額は、売上原価は引取台数で、その他は処理台数で割ること。
　　　　 ２　支払利息のみの場合又は支払利息が受取利息より多い場合はマイナスで計上すること。
２号様式(その２）（省令第５５条第１項第３号、第４号関係）
解体業の事業計画書及び収支見積書(様式２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日現在作成
２－１．不適正に大量に保管している使用済自動車等の処理計画
	保管量上限を超過している廃棄物の種類(すべて記載）(注）
	

	保管量上限を超過している廃棄物の搬出の方法
	

	搬出先の所在地及び名称
	

	搬出先での処理の方法
	

	年間搬出予定量(種類別）
	

	過去１年間の年間搬出実績　(種類別）
	

	改善完了予定年月日
	年　　月　　日

	改善にかかる予定費用
	搬出費用　　　　　　　円
処分費用　　　　　　　円
販売費用　　　　　　　円　　計　　　　　　　　円

	改善にかかる資金の調達先
	


　　(注）使用済自動車、解体自動車以外の廃棄物がある場合には、その保管量も記入すること。
２－２．詳細収支見積書(許可取得後１年間）

Ⅰ　総括表
	
	単位
	

	自動車解体業による利益(Ⅱ表ア）
	千円
	

	保管解体済自動車に係る処分費用(Ⅱ表イ）
	千円
	

	差引
	千円
	

	差引がマイナスの場合の対応
	
	

	(上記が借入金の場合の借入先）
	
	


Ⅱ　収益の計算表
	
	単位
	

	有用部品売却益(1台当平均）A
	円
	

	使用済自動車等引取料金(1台当平均）B
	円
	

	販売費及び一般管理費(1台当平均）C
	円
	

	新規引取使用済自動車年間処理台数 D
	台
	

	新規引取使用済自動車等利益 E=(A-B-C)*D
	千円
	

	保管使用済自動車年間処理台数F
	台
	

	保管使用済自動車等利益G=(A-C)*F
	千円
	

	自動車解体業による利益 ア H=E+G
	千円
	

	保管解体済自動車年間処理台数 I
	台
	

	保管解体済自動車に係る処分費用 イ J=C*I
	千円
	


Ⅲ　単価(1台当平均）の算出方法
	有用部品売却益→ⅡのAへ
	

	使用済自動車等引取料金→ⅡのBへ(注）
	

	販売費及び一般管理費→ⅡのCへ
	


(注）１　有償による引取を想定しているが、処分料を徴収して引き取っている場合は、マイナスで計上する。
　　　２　過去直近３年の決算書(個人の場合は所得税納税申告書及び納税証明書）を添付する。

２－２．詳細収支見積書(つづき）

詳細収支見積書附表
	項　　目
	直近期の実績(千円)
	単価
(円）
	主な引取先、引渡先又は売却先
	備　　考

	収入
	有用物売却収入
	
	
	
	※主な内訳下記のとおり

	
	
	1
	
	
	
	

	
	
	2
	
	
	
	

	
	
	3
	
	
	
	

	
	
	4
	
	
	
	

	
	
	5
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	

	
	エアバッグ類回収料金
	
	
	
	前年引渡件数(　　)件

	
	廃棄物収集運搬手数料
	
	
	
	前年輸送台数(　　)台

	
	使用済自動車処分手数料(注）
	
	
	
	前年受託実績(　　)件

	支出
	使用済自動車引取費用(注）
	
	
	
	前年引取台数(　　)件

	
	廃棄物処分委託手数料(計)
	
	
	
	

	
	
	鉛蓄電池
	
	
	
	

	
	
	タイヤ
	
	
	
	

	
	
	廃油
	
	
	
	

	
	
	廃液
	
	
	
	

	
	
	蛍光管
	
	
	
	

	
	
	解体自動車(廃車がら）
	
	
	
	

	
	
	(種類)
	
	
	
	

	
	
	(種類)
	
	
	
	

	
	
	(種類)
	
	
	
	

	
	
	その他の廃棄物
	
	
	
	


(注）１　決算書等の内容と実際の収入・支出の項目の対比について記入すること。
　　　２　直近年について作成すること。
３　使用済自動車を引取業者等から処分委託手数料等を徴収して引き取っている場合は収入欄に、使用済自動車を買い取っている場合は支出欄に記載すること。

２－３．資産に関する調書

年　　月　　日現在
	資産の種別
	内　　　容
	数　　　量
	価格、金額(千円）

	現金預金
	
	
	

	有価証券
	
	
	

	未収入金
	
	
	

	売掛金
	
	
	

	受取手形
	
	
	

	土地
	
	
	

	建物
	
	
	

	備品
	
	
	

	車輌
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	資　　産　　計
	

	負債の種別
	内　　　容
	数　　　量
	価格、金額(千円）

	長期借入金
	
	
	

	短期借入金
	
	
	

	未払金
	
	
	

	預り金
	
	
	

	前受金
	
	
	

	買掛金
	
	
	

	支払手形
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	負　　債　　計
	


　　(注）前年度の決算書(貸借対照表を含む）を添付する場合は、作成不要。
３号様式(その１）（省令第６０条第１項第３号、第４号関係）
破砕業の事業計画書及び収支見積書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日現在作成

１－１．事業の全体計画(業務を行なう時間、従業員数、休業日、扱う車種を含む。）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(フロー概略図を添付）

	業務時間
	：　～　：
	従業員数
	        人
	休業日
	


１－２．解体自動車等の引取実績及び計画
	年　　　度
	　　年度実績
(３年前）
	　　年度実績
(２年前）
	　　年度実績
(１年前）
	許可取得後の
年間計画

	引取台数
	　　　　　台
	　　　　　台
	　　　　　台
	　　　　　　  台

	主な引取先
	
	
	
	


１－３．破砕実績
	年　　　　度
	　　年度実績
(３年前）
	　　年度実績
(２年前）
	　　年度実績
(１年前）

	年間処理実績
	　　　　　　台
	　　　　　　台
	　　　　　　台

	年間稼働日数
	　　　　　　日
	　　　　　　日
	　　　　　　日

	平均処理実績
	台/日
	台/日
	台/日

	


１－４．破砕等能力
	1日当処理能力
	稼動予定日数
	年間処理能力

	台／日
	日
	台


１－５．保管の状況
	解　体　自　動　車
	Ａ　Ｓ　Ｒ

	保管量の上限
	台(ｍ３）
	保管量の上限
	ｍ３

	現在保管量
	台(ｍ３）
	現在保管量
	ｍ３


１－６．年間収支見積書
年　　月　　日現在作成
	項　　　目
	前年度(　　　年）
(決算月(　　月）)
	今年度の見込み
(決算月(　　月）)

	
	年度
(千円）
	(1台当)

(円）
	年度
(千円）
	(1台当)

(円）

	売上高(全体）
	ｱ(総売上収入）
	
	
	
	

	売上原価
	ｲ(使用済自動車等購入費）
	
	
	
	

	その他の経費
	ｳ
	
	
	
	

	
	うち廃棄物処理委託費
	ｴ
	
	
	
	

	営業利益
	ｵ=ｱ-ｲ-ｳ
	
	
	
	

	営業外損益
	ｶ(主に支払利息(注)
	
	
	
	

	経常利益
	ｷ=ｵ+ｶ
	
	
	
	

	解体自動車等年間引取台数(台）
	
	
	
	

	解体自動車等年間処理台数(台）
	
	
	
	


(参考）
	
	前年度末
	現在

	負債総額(年度末残高）　　　(千円）
	
	


　　(注）１　「1台当」額は、売上原価は引取台数で、その他は処理台数で割ること。
　　　　　２　支払利息のみの場合又は支払利息が受取利息より多い場合はマイナスで計上すること。

３号様式(その２）（省令第６０条第１項第３号、第４号関係）
破砕業の事業計画書及び収支見積書(様式２）

２－１．不適正に大量に保管している解体自動車等の処理計画
	保管量上限を超過している廃棄物の種類(すべて記載）(注1)
	

	保管量上限を超過している廃棄物の搬出の方法
	

	搬出先の所在地及び名称
	

	搬出先での処理の方法
	

	年間搬出予定量(種類別）
	

	過去１年間の年間搬出実績　(種類別）
	

	改善完了予定年月日
	年　　月　　日

	改善にかかる予定費用
	搬出費用　　　　　　　円
処分費用　　　　　　　円
販売費用　　　　　　　円　　計　　　　　　　　円

	改善にかかる資金の調達先
	


　　(注1）解体自動車、ＡＳＲ以外の廃棄物がある場合には、その保管量も記入すること。

２－２．詳細収支見積書

Ⅰ　総括表
	
	単位
	

	自動車破砕業による利益(Ⅱ表ア）
	千円
	

	保管ＡＳＲに係る処分費用(Ⅱ表イ）
	千円
	

	差引
	千円
	

	差引がマイナスの場合の対応
	
	

	(上記が借入金の場合の借入先）
	
	


Ⅱ　収益の計算表
	
	単位
	

	有用部品・有用金属売却益(1台当平均）A
	円
	

	解体自動車等処分料金収入(1台当平均）B
	円
	

	販売費及び一般管理費(1台当平均）C
	円
	

	新規引取解体自動車年間処理台数 D
	台
	

	新規引取解体自動車等利益 E=(A+B-C)*D
	千円
	

	保管解体自動車年間処理台数F
	台
	

	保管解体自動車等利益G=(A-C)*F
	千円
	

	自動車破砕業による利益 ア H=E+G
	千円
	

	保管ＡＳＲ等に係る処分費用 イ I
	千円
	


Ⅲ　単価(1台当平均）の算出方法
	有用部品・有用金属売却益→ⅡのAへ
	

	解体自動車等処分料収入→ⅡのBへ(注）
	

	販売費及び一般管理費→ⅡのCへ
	


(注）１　処分量を徴収して引取ることを想定しているが、解体自動車を買い取っている場合は、マイナスで計上する。
　　　２　過去直近３年の決算書(個人の場合は所得税納税申告書及び納税証明書）を添付する。

２－２．詳細収支見積書(つづき）

詳細収支見積書附表
	項　　目
	直近期の実績(千円)
	単価
(円）
	主な引取先、引渡先又は売却先
	備　　考

	収入
	廃棄物収集運搬手数料
	
	
	
	前年輸送台数(　　)台

	
	解体自動車処分受託手数料(注)
	
	
	
	前年受託実績(　　)件

	
	有用物・有用金属売却収入
	
	
	
	※主な内訳下記のとおり

	
	
	1
	
	
	
	

	
	
	2
	
	
	
	

	
	
	3
	
	
	
	

	
	
	4
	
	
	
	

	
	
	5
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	

	
	ＡＳＲ引渡料金
	
	
	
	前年引渡件数(　　)件

	支出
	解体自動車引取費用(注）
	
	
	
	前年引取台数(　　)件

	
	廃棄物処分委託手数料(計)
	
	
	
	

	
	
	ＡＳＲ
	
	
	
	

	
	
	解体自動車
	
	
	
	

	
	
	(種類)
	
	
	
	

	
	
	(種類)
	
	
	
	

	
	
	(種類)
	
	
	
	

	
	
	(種類)
	
	
	
	

	
	
	(種類)
	
	
	
	

	
	
	(種類)
	
	
	
	

	
	
	(種類)
	
	
	
	

	
	
	その他の廃棄物
	
	
	
	


(注）１　決算書等の内容と実際の収入・支出の項目の対比について記入すること。
　　　２　直近年について作成すること。
　　　３　解体自動車を解体業者等から処分委託手数料等を徴収して引き取っている場合は収入欄に解体自動車を買い取っている場合は支出欄に記載すること。

２－３．資産に関する調書

年　　月　　日現在
	資産の種別
	内　　　容
	数　　　量
	価格、金額(千円）

	現金預金
	
	
	

	有価証券
	
	
	

	未収入金
	
	
	

	売掛金
	
	
	

	受取手形
	
	
	

	土地
	
	
	

	建物
	
	
	

	備品
	
	
	

	車輌
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	資　　産　　計
	

	負債の種別
	内　　　容
	数　　　量
	価格、金額(千円）

	長期借入金
	
	
	

	短期借入金
	
	
	

	未払金
	
	
	

	預り金
	
	
	

	前受金
	
	
	

	買掛金
	
	
	

	支払手形
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	負　　債　　計
	


　　(注）前年度の決算書(貸借対照表を含む）を添付する場合は、作成不要。
４号様式(その１）

	登録番号第○○○○○○○○○○○号

引取業登録通知書

住　所　　静岡県浜松市○○区○○町○○番○○号

氏　名　　株式会社　○○

　　　　　　　　代表取締役　○○　○○

(法人にあっては、名称と代表者氏名)

　　　使用済自動車の再資源化等に関する法律第４４条第１項の引取業者登録簿に登録したので通知する。

浜松市長　　　　　　印
　　登録の年月日　　平成○○年○○月○○日
　　登録の有効期限　　平成○○年○○月○○日



	　　１　事業所の名称及び所在地

　　　　　　株式会社　○○

　　　　　　浜松市○○区○○町○○番○○号

　　２　登録の更新又は変更の状況

　　　　　　＊＊＊＊


４号様式(その２）

	登録番号第○○○○○○○○○○○号

フロン類回収業登録通知書

住　所　　静岡県浜松市○○区○○町○○番○○号

氏　名　　株式会社　○○

　　　　　　　　代表取締役　○○　○○

(法人にあっては、名称と代表者氏名)

　　　使用済自動車の再資源化等に関する法律第５５条第１項のフロン類回収業者登録簿に登録したので通知する。

浜松市長　　　　　　印
　　登録の年月日　　平成○○年○○月○○日
　　登録の有効期限　　平成○○年○○月○○日



	　　１　事業所の名称及び所在地、回収するフロン類の種類

　　　　　　株式会社　○○

　　　　　　浜松市○○区○○町○○番○○号　ＣＦＣ、ＨＦＣ

　　２　登録の更新又は変更の状況

　　　　　　＊＊＊＊


第１号様式（第２条関係）
年　　月　　日
(あて先）浜松市長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

廃業等届出書

使用済自動車の再資源化等に関する法律

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
の規定により、次のとおり届け出ます。
記
	氏　　　　　　名
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
	

	住　　　　　　所
	

	登録番号
	第　　　　　　　　号

	廃業等の年月日
	年　　月　　日

	廃業等の理由
(該当する番号を○で囲むこと）
	１　死亡
２　合併による消滅
３　破産による解散
４　合併及び破産以外の理由による解散
５　廃止


第２号様式（第２条関係）
年　　月　　日
(あて先）浜松市長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

廃業等届出書

使用済自動車の再資源化等に関する法律
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
の規定により、次のとおり届け出ます。
記
	氏　　　　　　名
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
	

	住　　　　　　所
	

	許可の番号
	第　　　　　　　　号

	廃業等の年月日
	年　　月　　日

	廃業等の理由
(該当する番号を○で囲むこと）
	１　死亡
２　合併による消滅
３　破産による解散
４　合併及び破産以外の理由による解散
５　廃止


第３号様式（第３条関係）
年　　月　　日
　(あて先）浜松市長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
許可証再交付申請書
　　　　　年　　月　　日付け第　　　　　　号で許可を受けた許可証の再交付を次のとおり申請します。
記
	再交付の申請をする

許可証の種類
	

	許可の年月日
	　　　　　　　　　　年　　月　　日

	許可の番号
	第　　　　　　　　号

	再交付の理由
	


第４号様式（第４条関係）
　年　　月　　日
　(あて先）浜松市長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　返納者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
許可証返納書
　　　　　年　　月　　日付け第　　　　　　号で許可を受けた許可証について次のとおり返納します。
記
	返納する許可証の種類
	

	許可の年月日
	　　　　　　　　　　年　　月　　日

	許可の番号
	第　　　　　　　　号

	返納の理由
	


参考様式
誓　約　書
　登録、許可申請者、その役員及び法定代理人は、使用済自動車の再資源化等に関する法律第４５条第１項各号(第５６条第１項各号、第６２条第１項第２号、第６９条第１項第２号において準用する第６２条第１項第２号、第７０条第２項において準用する第６２条第１項第２号）に該当しない者であることを誓約します。
　　年　　月　　日
申請者　　氏名　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
　　(あて先）浜松市長
使用済自動車に搭載されているエアコンディショナーに冷媒としてフロン類が含まれているかどうかを確認する体制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名　　　　　　　　　　　　
残存フロン類の確認方法

自動車リサイクル法第４３条第１項第５号の規定に基づき、引き取った使用済自動車のカーエアコンに冷媒としてフロン類が含まれているか否かを確認する体制として当該書類を事業所に備え、以下の方法により確認することとしています。

■エアコンシステム装着の有無を確認　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ボンネットを開け、エンジンルーム内にコンプレッサ等エアコンシステム部品の装着の有無を確認する。　　　　　

　　　　　　　　□装着　　　　　　　　　　　　　　　 　　 □非装着　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

フロン類が含まれていると判断する　　　フロン類は含まれていないと判断する
· 車両の前方部が事故等で破損している場合の確認　　　　　　　　　　　　　　
エアコンシステム装着の有無を確認(上記同様）

　　　　　　　　　(装着）

· コンデンサが破損(穴や裂傷）していない　　　　　　　　□破損している
· エアコン配管、ホースが破損(穴や裂傷）していない　　　□破損している

フロン類が含まれていると判断する　　　フロン類は含まれていないと判断する
■必要に応じて、以下により確認　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□使用済自動車の引取り時に、使用者にカーエアコンの効きについて質問する。
□実際にカーエアコンを作動させて、効き具合、コンプレッサの作動、サイトグラスがある場合冷媒の流れを確認する。                                       


引取業者


フロン類回収業者





第４８条第１項


第５９条において準用する第４８条第１項





解体業者


破砕業者





第６４条


第７２条において準用する第６４条
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＜エアコンシステム装着例＞
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